（様式第１号）

応募申請書
令和　　年　　月　　日
茨城県知事　殿

申請者
所 在 地
商号又は名称
代表者職・氏名 　　　　　　　　　　　　　　

令和　年　月　日付けで募集のあった事業に応募したいので、下記のとおり申請します。なお、応募資格を満たしていること及び全ての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

記

１ 名 称　令和８年度地域課題解決型起業支援事業
（起業支援金の交付等）
２ 補助事業実施期間  地域課題解決型起業支援事業費補助金の交付決定の日から
令和９年２月28日まで
３ 担 当 者
所属・役職
氏名
電 話 番 号
ＦＡＸ番号











（様式第２号）

事業計画書
（必要に応じて追加で資料を作成し、添付してください）

	【事業実施概要】





	【活動計画等】（詳細に記載すること。）
（１）補助事業の周知、起業者等の公募




（２）事業計画の審査・採択・起業支援金の交付決定




（３）起業支援金の交付




（４）起業者等からの報告聴取及び起業者の監督




（５）起業者等の個人情報の管理







（様式第３号）
資金計画

１　人件費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内容
	補助事業に要する経費
	補助対象
経費
	補助金交付
申請予定額
	備考

	人件費
（内訳を添付のこと。）
	
	
	
	
	

	（１）人件費　計
	
	
	
	



２　事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内容
	補助事業に要する経費
	補助対象
経費
	補助金交付
申請予定額
	備考

	事務費
	
	
	
	
	

	補助費
	
	
	
	
	

	（２）事業費　計
	
	
	
	



３　合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	補助事業に要する経費
	補助対象
経費
	補助金交付
申請予定額
	備考

	総事業費（１）＋（２）
	
	
	
	



（別紙）
事務費の積算根拠
（単位：円）
	経費区分
	内容
	金額
	積算基礎
	備考

	事務費
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	



（様式第４号）
法人に関する調書
	法人の名称
	

	設立年月日
	年　　月　　日

	主たる事務所の所在地
	

	定款又は寄付行為
	別紙（写）のとおり

	法人の活動目的及び事業
内容
	

	法人の役職員数
	役員数　　　名（うち常勤　　　名、非常勤　　　名）
（うち理事　　　名、監　事　　　名）

	
	職員数　　　名（うち常勤　　　名、非常勤　　　名）
（うち正規　　　名、臨時等　　　名）

	事業を実施するための
職員の数
	職員数　　　名（うち常勤　　　名、非常勤　　　名）
（うち正規　　　名、臨時等　　　名）

	主な活動内容
（現在受託している業務も記載すること。）
	

	ホームページ
	有・無
	URL：

	備考
	
	


　※定款又は寄付行為を添付すること。
　※法人の業務内容等を示したパンフレット等を添付すること。
　※直近事業年度の事業報告書、決算書を添付すること。
　※欄内に記載できない場合には、適宜別紙を追加して記載すること。
　※用紙は、Ａ４縦サイズとすること。
（様式第５号）


資格要件に係る申立書


令和　　年　　月　　日

茨城県知事　　大 井 川　　和 彦　殿


住　　所
商号または名称
代表者名　　　　　　　　　　　　


　令和８年度地域課題解決型起業支援事業（起業支援金の交付等）に係る執行団体（事務局）に要求される下記の資格要件を全て満たす者であることを申し立てます。


記

ア　茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要領(平成８年茨城県告示第254号)に基づく茨城県物品調達等競争入札参加資格者として登録されているものであること。
イ　茨城県物品調達等登録指名停止基準に基づく指名停止の措置を受けていない者であること。
ウ　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しない者及び同条第２項の規定に基づく茨城県の入札への参加の制限を受けていない者であること。
エ　会社更生法(平成14年法律第154号)に基づく更生手続開始の申し立て又は民事再生法(平成11年法律第225号)に基づく再生手続き開始の申し立てがなされていない者であること。
オ　茨城県税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。
カ　茨城県暴力団排除条例(平成22年茨城県条例第36号)第２条第１号から第３号までに規定する者でないこと。
キ　申請事項等に疑義が生じた場合、県が実施する調査に協力すること。
